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EU とＡＣＰ諸国の経済連携協定 （ＥＰＡ） 

 

Ⅰ ロメ協定、コトヌー協定から経済パートナーシップ協定へ 

 

 1975年にアフリカ、カリブ海、太平洋地域（ACP）46カ国との間で締結されたロメ協

定は、EUの一方的な特恵供与に加え、欧州開発基金（EDF）による財政・技術支援、工

業化支援、輸出所得安定化制度（スタベックス；STABEX）の創設などを内容としていた

ことから、ACP諸国の要求に配慮した新しいパートナーシップを構築するものとしてACP

諸国から高く評価された。STABEXは、輸出入収入が一定割合以上下回る国に EUが所得

補償を行うもので、不安定な一次産品の世界市場価格により経済の安定成長が阻害されて

きた ACP諸国にとっては、「貿易を通じた経済成長」の実現に寄与するものとして歓迎さ

れた。1980年の第 2次ロメ協定では、鉱産物に対しても SYSMIN（鉱産物生産、輸出能

力維持制度）と呼ばれる同様の制度が適用された。 

 

 ロメ協定は 5 年ごとに更改され、第 4 次協定は 10 年間、2000 年まで続き、参加する

ACP諸国の数も増大した。しかし、協定締結後も ACP諸国の経済成長率は低く、政治不

安を繰り返す国も少なくなかった。EU15 の輸入に占めるロメ協定締結国のシェアは 75

年の 7.9％から 96年には 3.8％へ、輸出では 8.1％から 3.0％へと大きく低下した。 

 

これに対して ACP と並んで関税面で優遇されている地中海地域諸国の EU 貿易に占め

るシェアは、75から 96年の間に、輸入で 7.1から 8.5％、輸出で 12.6から 11.6％とほぼ

横ばいのシェアを維持している。また、一般特恵関税を適用されている ASEAN（東南ア

ジア諸国連合）の EU 貿易に占めるシェアは同期間に輸入で 1.9 から 6.6％、輸出で 2.5

から 6.5％へと大きく高まった。こうしたことから、ロメ協定はその目的である貿易の拡

大を通じた経済成長に必ずしも成功したとはいえないという評価が一般的である。その原

因として、一般的に、EU側の譲歩や支援の不足、ACP諸国の能力不足、政治的不安定と

いった要因が指摘されているが、より根本的な理由としては、ACP諸国の植民地時代から

の経済的特徴であるモノカルチャー型の経済構造からの転換が進まなかったことが挙げら

れよう。 

 

 このため、EUはロメ協定を第 4次で終結させ、2000年に ACP諸国との間でコトヌー

協定（Cotonou Agreement）を締結した。コトヌー協定は 00年 2月に失効したロメ協定

の後継協定として、EUと ACP諸国 77カ国・地域が 00年 6月にベナン共和国の首都コ

トヌーで調印し、03年 4月に発効した。コトヌー協定は重点分野として、「政治対話」「開

発協力」「貿易」の 3つをかかげている。 
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① 政治対話；ロメ協定の実効が ACP 諸国の政治的不安定によって大きく妨げられた

という認識から「政治対話」の重視がかかげられた。具体的には（ⅰ）民主主義およ

び人権を尊重、汚職の防止、（ⅱ）「よい統治（good governance）」の重要性の確認、

（ⅲ）非政府組織の政治参加などが謳われている。 

② 開発協力；（ⅰ）ロメ協定で実効の上がらなかった STABEX および SYSMIN を廃

止し、（ⅱ）そのうえで、各国別に個別プログラムを作成、実施する。また、（ⅲ）EDF

（欧州開発基金）を通じた特別資金協力を増額する、などが盛り込まれている。 

③ 貿易；ロメ協定の対 ACP特恵を廃止して、WTOと整合的な体制にする。すなわち、

（ⅰ）ACP 諸国間で地域統合を形成し、（ⅱ）これら地域グループと EU との間で

WTOと整合的な経済連携協定（EPA）を締結する、などが掲げられた。 

 

旧ロメ協定の特恵貿易制度は、EU が一方的に貿易障壁を削減・撤廃する片務的協定で

あり、WTO協定に反する恐れがあるとされたことから、EUと ACP諸国は、WTOの規

定と整合する互恵的な協定を新たに締結する必要があった。このためコトヌー協定では、

移行措置として旧ロメ協定の 07年末までの維持を規定するとともに、08年 1月までに新

たな貿易協定を含む EPA 協定を結ぶこととした。EU は、07 年末までロメ協定を維持す

るために、01年 11月のWTO閣僚理事会の決定で、07年末を有効期限とする、GATT25

条に基づく「義務の免除」（waiver）を受けた。 

 

以上のような背景をもとに、EUと ACP諸国は旧ロメ協定に代わる新たな協定として、

EPAの締結を交渉することになった。 

 

Ⅱ EU－ACP経済連携協定 （EPA） 

 

1 ＥＰＡ交渉の背景 

 

 EUは ACP諸国との EPA交渉をカリブ海、東部・南部アフリカ、西部アフリカ、中部

アフリカ、南部アフリカ、太平洋の 6地域に分けて交渉を進めていたが、上記WTOのウ

エイバーの有効期限である 2007年 12月までに合意できたのはカリブ海諸国だけであった。

これは、後発開発途上国（LDC；Least Developed Countries）を除く非 LDC諸国の大半

が市場開放による欧州からの安い農産物の流入などを懸念したため、交渉が難航したこと

による。このため EUは 07年 10月に、協定失効の影響が大きい非 LDC諸国のための現

実的な取り組み方針として地域共同体との交渉と並行して非 LDC 諸国との二国間交渉を

行い、各国と 07年末までに暫定協定を結ぶことによって、地域間の包括的な EPA交渉期

間の延長を図った。 
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EUが交渉を行った（および交渉を継続中の）地域の共同体は以下の 6地域である。 

 

・南東部アフリカ地域（ESA；Eastern and Southern Africa）；東アフリカ経済共同体 

（EAC＝East African Community；加盟国はケニア、ウガンダ、タンザニア、ルワ

ンダ、ブルンジの 5カ国） 

 ・西部アフリカ地域；西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS＝Economic Community of  

West African States；加盟国はナイジェリア、ベナン、ブルキナファソ、コートジボ 

ワール、ガンビア、ガーナ、ギニア、ギニアビサウ、リベリア、マリ、ニジェール、 

セネガル、シエラレオネ、トーゴ、カーボベルデの 15カ国）・西アフリカ諸国通貨同 

盟（UEMOA＝Union Economique et Monetaire Ouest Africaine；加盟国はコートジ 

ボワール、セネガル、ベナン、ブルキナファソ、ギニアビサウ、マリ、ニジェール、 

トーゴの 8カ国） 

 ・中部アフリカ地域；中央アフリカ開発共同体（CEMAC＝Central African Economic 

and Monetary Community；加盟国はカメルーン、コンゴ共和国、ガボン、赤道ギア

ナ、中央アフリカ共和国、チャドの 6カ国） 

 ・南部アフリカ地域；南部アフリカ開発共同体（SADC＝Southern African Development  

Community；加盟国はタンザニア、ザンビア、ボツワナ、モザンビーク、アンゴラ、 

ジンバブエ、レソト、スワジランド、マラウイ、ナミビア、南アフリカ、モーリシャ 

ス、セーシェル、コンゴ民主共和国の 14 カ国。なお、南アフリカ共和国はコトヌー

協定を締結していないが、SADC加盟国であり、地域統合を阻害しないために 2007年

2月から交渉に参加） 

 ・カリブ海地域；CARIFORUM 注 1）（Caribbean Forum of the ACP States；加盟国は

アンティグア＝バーブーダ、バハマ、バルバドス、ベリーズ、ドミニカ、ドミニカ共

和国、グレナダ、ガイアナ、ハイチ、ジャマイカ、セントルシア、セントビンセント

＝グレナディーン、セントキッツ＝ネイビス、スリナムおよびトリニダード・トバゴ

の 15カ国） 

 ・太平洋地域；クック諸島、東ティモール、フィジー、キリバス、マーシャル諸島、ミ 

クロネシア連邦、ナウル、ニウエ、パラオ、パプアニューギニア、サモア、ソロモン 

諸島、トンガ、ツバル、バヌアツ 

 

２ EPA交渉の現状と見通し 

 

 EUの、既に合意に至ったカリブ海諸国を除く 5地域との最近の EPA交渉の進捗状況の

概要は以下のとおりである。 
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 （1） 南東部アフリカ地域 （Eastern and Southern Africa；ESA） 

 暫定協定に調印していない LDC 諸国（ジプチ、エリトリア、エチオピア、マラウイ、

スーダン、ザンビア）は EBAスキーム（Everything But Arms；武器以外の全品目で数

量制限なしに無関税輸入を認める制度）により EU に輸出している。既にこの地域では、

EAC（東アフリカ共同体）と EUの間で暫定協定が調印されているほか、ESA-EUでは、

セーシェル、ジンバブエ、モーリシャス、コモロ、マダガスカルが暫定協定に調印してい

る。 

 

 ESA諸国は 2008年 3月 3日にザンビアの首都ルサカで開いた会合で、EPA締結に向け

て LDC諸国への特別待遇や原産地規則、開発協力、EPAの実施に伴うコストへの追加的

支援とその分配メカニズムなどの課題の解決を図ることで合意した。ただ、暫定合意して

いる EPA のスタンドスティル条項（協定への調印後に、各国が留保した特定の法律また

は政策を強化することや、同様の法律や政策を新たに導入することを禁止した条項）や輸

出税などに関する条項について再考を求める声が出たため、同年 4月に入ってから EUに

再交渉を要求したものの、欧州委員会はこれを拒絶している。ESA側は交渉の枠組みを変

更し、EAC5カ国を含む ESA地域 16カ国で EUと交渉することになった。 

 

 なお、関税同盟を目指している東南部アフリカ共同市場（COMESA；Common Market 

for Eastern and Southern Africa）には 20カ国が加盟しており、EACおよび SADCと加

盟国が一部重複しているため、COMESA、EACおよび SADCを包含する包括的な自由貿

易地域を形成しようとする動きもある。 

 

 （2） 西部アフリカ地域 

 西部アフリカでは、カーボベルデは 2008年から非 LDC扱いとなる予定だったが、少な

くとも 3年以上の暫定期間が設けられ、EBAに移行した。この地域ではコートジボワール

とガーナが単独で暫定協定に署名した。この両国の EPA調印が契機となって、ECOWAS

（西アフリカ諸国経済共同体）全体の EPA 交渉の進展が期待されている。西アフリカ各

国も、地域的な EPA が各国ごとの EPA にとって代わることを歓迎しており、各国は

ECOWAS および UEMOA（西アフリカ諸国通貨同盟）に対して、2 つの暫定協定の内容

を取り込んだ形で包括的な EPAを締結するよう求めている。 

 

 西部アフリカ地域諸国の通商大臣は 2008 年 2 月に、モーリタニアの首都ヌアクショッ

トで開かれた会合で、地域間 EPAを締結する前段階として、08年 6月末までに対外共通

関税（CET；Common External Tariff）を採択することに合意していた。ECOWAS は

UEMOAの CETを EPAのベースとする予定だが、現行の関税率についてナイジェリアが

異議を唱えており、結局議論はまとまらず、6月中に CETに合意することはできなかった。
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ただし、欧州委員会と ECOWASおよび UEMOAの両委員会は、08年 3月初旬にブルキ

ナファソの首都ワガドゥグで開いた会合で、地域間 EPA 交渉の作業スケジュールをすで

に決定しており、CET の議論と並行して交渉が進められている。ECOWAS は、09 年 6

月中に地域間での EPAに合意することを目指している。 

 

 （3） 中部アフリカ地域 

 中部アフリカ地域では、カメルーンが暫定協定に調印し、ガボンも 2008 年中に調印の

予定である。もう一つの非 LDCであるコンゴ共和国は当初、08年の調印を予定していた

ものの、協定締結への関心が薄らいでいるといわれる。カメルーンが単独で暫定協定に調

印したことにより、CEMAC（中央アフリカ開発共同体）が地域として交渉することは難

しくなっていたが、中部アフリカ地域諸国はカメルーンのドアラで 08 年 2 月初旬に開い

た欧州委との会合で、引き続き地域としての EPAについて合意する意向を表明している。 

 

ただし、カメルーンが結んだ暫定協定を基本とするのではなく、あくまで 07 年中に中

部アフリカ地域諸国と EU間で取りまとめた内容、および他の地域で調印された内容を今

後の交渉の基本とすることで合意した。欧州委との会合では、08年 7月までの地域間 EPA

の合意に向けたロードマップも定められ、合意文書について進展が期待されている。カメ

ルーンが調印した暫定協定についてはまだ発効に至ってないものの、最終段階にあると見

られている。 

 

 （4） 南部アフリカ地域 

 南アフリカ共和国（以下、南ア）は、EU との間で通商・開発・協力協定（TDCA）を

締結しているため、暫定協定を結ばなかった。南アは EUが主張するサービス分野の自由

化に反対しており、SADC 内で暫定協定を結んだ国に対して、交渉をやめて EPA 交渉プ

ロセスを最初からやり直すよう求めている。 

 

 2008年 3月にボツワナの首都ハボローネで開かれたSADCと欧州委の大臣級会合では、

欧州委員会のマンデルソン委員（通商担当）が、SADCに対して 08年内に EPAに合意す

るよう求めるとともに、一部の国から要請が出ている最恵国待遇条項と輸出税の課税権の

見直しについては、再交渉しないことを表明した。なおアンゴラは、EPAが合意に達すれ

ばこれに従う意向を示し、（南アの意向に反し）現在のプロセスにとどまることを強調して

いる。また、暫定協定を結んでいる国は、08年末までに包括的な EPA締結で合意を目指

すことを確認している。 

 

 （5） 太平洋地域 

 パプアニューギニアとフィジー以外の非 LDC7 各国（クック諸島、ミクロネシア連邦、
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ナウル、ニウエ、パラオ、マーシャル諸島、トンガ）は暫定協定に調印せず、2008 年 1

月から一般特恵関税（GSP）で EU に輸出している。LDC 諸国（東ティモール、キリバ

ス、サモア、ソロモン諸島、ツバル、バヌアツ）は EBA により EU への市場アクセスが

確保されている。 

 

 2008 年 2 月にフィジーのナンディで開かれた太平洋諸国の通商会合では、引き続き包

括的な EPA の締結を目指し、共同で交渉を行うことを確認した。あわせて、すべての太

平洋諸国が合意できる場合にのみ EPA を締結すること、協定は各国の状況や経済的利益

の違いを反映したものでなければならないことも確認した。さらに同年 3月にナンディで

開かれた会合では、08年中に包括的な EPAの共同交渉を進めることで合意した。これに

より、同年 4月末に技術レベルでの交渉が開かれたが、特にサービスのモード 4（人の移

動）について意見の隔たりが大きく、合意の見込みは立っていない。 

 

 なお、2003 年に発効した太平洋島嶼国貿易協定（PICTA；Pacific Islands Countries 

Trade Agreement）は、13年までに自由貿易地域の完成を目指している。これはオースト

ラリア、ニュージーランドを含む、太平洋諸島フォーラム（PIF；Pacific Islands Forum）

加盟国間の自由貿易地域の確立を目指したものである。ただし、太平洋諸国は一般的に、

国内市場への影響や税収の減少懸念から、オーストラリア、ニュージーランドと協定を結

ぶことには消極的であるといわれる。 

 

３ カリブ海諸国との EPAおよびその他諸国との暫定協定の内容 

 

 前述のように、EUが 2007年末までに ACP諸国との間で包括的な経済連携協定（EPA）

を締結できたのはカリブ海諸国だけであり、その他の地域との EPA 交渉は難航した。こ

のため、EU はそれぞれの交渉分野で時間のかかる包括的な合意が成立するのを待つより

も、商品貿易の問題で合意に達することができさえすれば、差し迫ったWTOとの整合性

の問題を解決でき、また商品貿易に関する暫定協定の締結は、コトヌー協定の期限切れに

伴う ACP諸国、特に非 LDC諸国の EUとの貿易の混乱を防ぐことになることから、前述

のように各地域との交渉と並行して、個別の ACP諸国との暫定協定の締結を急いだ。 

 

 その結果、07年末までに EUとの間で暫定協定を締結した国は 35カ国に達した。07年

末の移行措置の期限切れに伴い、包括的な EPA もしくは暫定協定に調印していない諸国

は、08年 1月 1日から非 LDC諸国の場合は一般特恵関税（GSP）、LDC の場合は EBA

に基づき EUに輸出することになった。 

 

 カリブ海諸国との間で締結された EPAは、EUが ACP諸国との間でこれまでに締結し
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た唯一の包括的な EPA であることから、貿易、投資、サービス、開発などを含んだ包括

的な内容となっているが、EUが個別の ACP諸国との間の締結した個別の暫定協定は貿易

の自由化を中心とした内容となっている。 

 

EUと ACP諸国との EPAの貿易自由化取り決めにおいて特徴的なことは、次のように

EUと ACP諸国の自由化率が非対称的で、かつ ACP側が漸進的に自由化を進めるという

点である。 

 

① EUは砂糖とコメを除く ACP諸国からのすべての輸入に対して 2008年 1月 1日か

ら残存関税率の撤廃と輸入割り当てを撤廃する。 

② ACP諸国の自由化は多年にわたり段階的に行われる。即時にまたは短期間のうちに

自由化される品目は、多くの場合、当該商品の関税はすでにゼロとなっているもので

ある。例えば、ESC（東アフリカ共同体）諸国の場合、貿易の 64％は関税がゼロとな

っており、これが早期の自由化品目が多い理由となっている。 

③ ほとんどの ACP 諸国は農産物のほとんどすべておよびその他の重要な非農産物を

自由化の適用除外とした。また、ACP諸国が協定締結後に成長産業を保護する必要が

生じた場合には、関税を復活させることを認めるという条項が認められた。 

 

 また、経済連携協定は、かなりの金額の開発支援パッケージが付けられており、ACP諸

国は今後 7年間にわたって、開発支援として 230億ユーロを支援されることになる。また、

貿易支援として EUは ACP諸国に対して、年間 20億ユーロの支援（経済連携協定の実施

を支援するための諸施策に重点的に支出される）を決定している。これらの支援金額は、

ACP諸国が変化に対応するための新たな構造改革や貿易政策を準備したり、貿易のチャン

スを生かすためのインフラを整えたり、競争力を高めるために利用されることになる。 

 以下、カリブ海諸国との包括的な EPA およびその他諸国との暫定協定の内容を貿易の

自由化に焦点を当てて見てみよう。 

 

 （1） EUの市場開放 

 カリブ海諸国との包括的 EPAおよびその他諸国との暫定協定において、EUは 2008年

1月1日からACP諸国の輸出品に対するほぼすべての関税と数量制限を撤廃した。ただし、

EU 市場のバランスを維持するために時間が必要とされたコメと砂糖については次の暫定

期間が設けられた。 

 

 まずコメについては、09年に終わる暫定期間が設けられ、暫定期間中は無税輸入枠が設

定された。09年末以降は関税撤廃と数量制限が撤廃されることになる（無税・数量制限な

しのフリーアクセス制度；Duty and Quota Free Access regime〔DFQF〕の導入）。08年
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のコメの無税輸入枠は 18 万 7,000 トン、09 年の無税輸入枠は 25 万トンである（従来の

無税輸入枠は 12万 5,000トンであったので、09年はこれが 2倍に増やされたことになる）。 

 

 ちなみに、FAO（国連食糧農業機関）によれば、07年における世界の殻付きコメの生産

は 7億 4,000万トン、最大の生産地域は断トツでアジア諸国であり、全体の 90％以上を生

産している。ACP諸国で生産されているコメはわずかに 1,800万トンである。 

 

表１ ACP 諸国におけるコメの生産（2005～07 年平均） 

（単位；1,000トン、％） 

生産国 生産量 比率 

ナイジェリア   4,095  24.3 

マダガスカル   3,491  20.8 

ギアナ   1,338   8.0 

タンザニア   1,134   6.8 

マリ     985   5.9 

シエラレオネ     817   4.9 

コートジボワール     694   4.1 

ドミニカ共和国     667   4.0 

チャド     515   3.1 

ガイアナ     455   2.7 

その他   2,609  15.5 

合計  16,800 100.0 

（出所）FAO統計より作成 

 

 EUの ACP諸国からのコメの輸入は約 20万トンと比較的安定して推移しているが、EU

のコメの総輸入に占める ACP諸国の重要性は 2000年の 17％から 07年には約 10％へと

低下している。これは、インドやバングラデシュからのバスマティ米（Basmati）などの

高品質米の消費の増加を反映した EUの消費パターンの変化によるとされている。 

 

 ACP諸国の中で ACP以外に輸出しているのは、カリブ海地域のガイアナだけであり、

ガイアナは生産したコメの大部分を主として EU 向けに輸出している。その他の ACP 諸

国の場合は、事実上、生産したコメのすべては国内または地域内で消費されている。 

 

 コメは、イタリアやスペインなど EUの一部の生産国にとってはセンシティブな品目で

あることから、前述のように 09 年末の完全自由化にむけて段階的に輸入量を増やすとい

う暫定期間が設けられた。しかし、EUにとって ACP諸国からのコメの輸入は限定的あり、
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総輸入に占める ACPからの輸入比率も低下傾向にあることから、09年末以降、輸入を自

由化した場合でも大きな市場の混乱は生じないとみられる。 

一方、砂糖の場合は、08年 10月 1日から 09年 9月 30日までの期間は、砂糖議定書の

効力が続いているため、（砂糖議定書の下での無税枠に加えて）追加的な数量割当が認めら

れる（表 2）。また、砂糖議定書の下で特恵的なアクセスを享受していないドミニカ共和国

用に 3万トンの特別無関税輸入枠がリザーブされた。 

 

表２ EU の ACP 諸国に対する砂糖の追加数量割当 

（2008年 10月 1日～09年 9月 30日） 

ESA（南東部アフリカ地域） 75,000トン 

SADC（南部アフリカ共同体） スワジランド  30,000トン 

モザンビーク  20,000トン 

EAC（東アフリカ経済共同体） 15,000トン 

PACIFIC（太平洋地域） 30,000トン 

CARIFORUM（カリブ海地域） 60,000トン（ドミニカ共和国用に 30,000トンを

リザーブ） 

合計 230,000トン 

（出所）欧州委員会、EU農業・農村発展総局、“Agriculture and Preferential Trade 

Relations with ACP Countries”（10/2008） 

 

 2009年 10月 1日から 15年 9月 30日までの期間においては、ACP産砂糖の EU市場

への自由アクセスは、自動的なセーフガード・メカニズムの下で、非 LDC 諸国に対して

認められる。ただし、このフリーアクセスは次の 2つの条件が同時にあてはまる場合、す

なわち①ACP からの砂糖の年間総輸入が 350 万トンに達した場合、②ACP の非 LDC 諸

国からの輸入が 08／09年度に 138万トン、09／10年度に 145万トン、10／11～14／15

年度に 160 万トンに達した場合には、停止される。なお、ACP 産の砂糖の輸入に対して

は、輸入業者は 09年 10月 1日から 12年 9月 30日の間、EUの指標価格の 90％の水準

を下回らない価格で購入することが要請されている。 

 

2015年 10月 1日以降は、EPAのセーフガードが適用され、EUの砂糖市場価格が連続

して２ヵ月間、前市場年度の市場価格の 80％以下に下落した場合に適用されることになっ

ている。 

 

また、砂糖の含有比率の高い一部の製品には EPAの下で、2008年 1月 1日から 15年 9

月 30日までの間、特別監視メカニズムが適用される。連続した 12ヵ月の間に輸入が数量

ベースで 20％増加した場合、欧州委員会はこの増加の要因を分析し、当該商品の輸入が砂

糖の輸入協定を迂回するために使われたと結論付けた場合には、これらの製品に対して最



 68

恵国待遇を再導入することができると規定している。 

このように、EUが特に砂糖に対して長い調整期間を設けているのは、15年まで全面的

な構造改革が行われる EUの砂糖市場のバランスを維持するためとされている。 

 

 （2） ACP諸国の市場開放 

 EU の貿易自由化が前述のように一部の例外を除いてほぼ 100％であり、かつ協定発効

と同時に実施されるのに対して、ACP 諸国の自由化は概ね 80～90％程度と非対称的とな

っており、自由化を達成する期間もカリブ海諸国に見られるように最長で 25 年という長

い暫定期間が設けられている。こうした非対称的な貿易の自由化により、ACP諸国（特に

EBAが適用されない非 LDC諸国）は旧ロメ協定の失効に伴う貿易上の不利益を回避でき

ることになった。さらに、包括的な EPA を締結した場合は、開発協力などを通じて、イ

ンフラ整備や生産能力の向上などを図るうえでの展望を持つことができるようになるとい

う点で、今後の APC諸国の経済発展につながるものと期待されている。 

 

表３に、ACP諸国がこれまで EUと締結した包括的 EPAまたは暫定協定に見られる、

APC諸国の貿易自由化率・自由化スケジュール、適用除外品目、その他の特徴をまとめた。 

 

表３ EU と協定を締結した ACP 諸国と協定の内容 （貿易関連） 

地域 協定締結国 
自由化率、 

自由化スケジュール 
適用除外品目 備考 

カリブ海地域

（ CARIFORU

M） 

アンティグア・バ

ーブーダ、バルバ

ドス、ベリーズ、

ドミニカ、ドミニ

カ共和国、グレナ

ダ、ガイアナ、ハ

イチ、ジャマイカ、

セントルシア、セ

ントビンセント・

グレナディーン、

セントキッツ・ネ

オビス、スリナム、

トリニダード・ト

バゴ（以上 15 カ

国）（2007年 12月

16日調印）＊ 

・自由化率；EUから 

の輸入額の 86.9％ 

（関税ラインの 

90.2％） 

・自由化スケジュー 

ル；10年以内に輸入

額の 61.1％、15年 

以内に 82.7％、25 

年以内に 86.9％ 

・ドミニカ共和国は米 

国との自由貿易協 

定で自由化をコミ 

ットしているため、 

他の 

CARIFOEUM諸国 

よりも EU製品に対 

して有利な条件を 

認めている。 

農産物（家きん肉

およびその他の食

肉、乳製品、特定

の野菜および果

実）、水産物、調製

食品（ソース、ア

イスクリーム、シ

ロップ）、飲料、エ

タノール、ラム、

植物油脂、化学品

（塗料・ニス、香

水、化粧品、石鹸、

ローソク、消毒・

殺虫剤）、家具・同

部品、アパレル（綿

製のセーター、ジ

ャージ、カーディ

ガン 

協定は「商品貿

易」のほか「投資、

サービス貿易、E

コマース」「現金

決済および資本

移動」「貿易関連

事項（競争、技術

革新および知的

財産保護、公共調

達など）」「紛争回

避および紛争解

決」などで構成。
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地域 協定締結国 
自由化率、 

自由化スケジュール 
適用除外品目 備考 

南部アフリカ開

発 共 同 体

（SADC） 

 

・ボツワナ、レソ 

ト、スワジラン 

ド、モザンビー 

ク（2007年 11 

月 23日調印）＊ 

＊ 

・ナミビア（07年 

12月 11日調印） 

＊＊ 

・ボツワナ、レソト、 

ナミビア、スワジラ 

ンド；2018年までに

EUからの輸入の 

86％を自由化（セン 

シティブ 44品目につ

いては 15年以降、同

3品目については 18 

年以降に自由化）。 

・モザンビーク；2018

年までに EUからの 

輸入の 80.5％を自由

化（約 100品目を 18

年に自由化）。 

自由化適用除外品

目は農産物と一部

加工農産品に集中 

協定には開発協

力章が含まれて

おり、商品貿易に

おける協力、供給

サイドの競争力

向上、インフラの

改善、サービス貿

易、貿易関連問

題、制度構築能

力、財政調整など

が含まれている。

 競争と政府調

達については、十

分な能力が構築

された場合に限

り交渉すること

で合意。 

東アフリカ共同

体 （ East 

African 

Community ；

EAC） 

ケニア、ウガンダ、

タンザニア、ルワ

ンダ、ブルンジ

（EAC 加盟 5 カ

国）＊＊ 

・自由化率；EUからの

輸入金額の 82％（関

税品目で 74％） 

・自由化スケジュール；

2年後に輸入額の 

80％を自由化、残り 

2％を 25年後に自由 

化。 

農産物、ワイン、

スピリッツ、化学

品、プラスチック、

紙、繊維、アパレ

ル、履物、ガラス

製品など。 

協定には、水産資

源の持続的な利

用に関する協力

という観点から

「大規模漁業」に

関する章が含ま

れている。 

南東部アフリカ

（Eastern and 

Southern 

Africa；ESA） 

・セーシェル、ジ 

ンバブエ（07年 

11月 28日調印） 

＊＊ 

・モーリシャス（07 

年 12月 4日調 

印）＊＊ 

・コモロス諸島、 

 マダガスカル 

（07年 12月 11 

日調印）＊＊ 

・セーシェル；2022年

までに EUからの輸 

入額の 97.5％を自由

化（5年後に 62％、 

2017年までに 77％、

2022年までに残りの

20.5％を自由化） 

・ジンバブエ；2022年

までに EUからの輸 

入額の 80％を自由化

（2012年までに 

45％、残りの 42％を

2022年までに自由 

・セーシェル；食 

 肉、水産物、飲 

料、タバコ、皮 

革製品、ガラ 

ス・陶磁器、車 

輌。 

・ジンバブエ；家 

きん製品、穀物、 

紙、プラスチッ 

ク・ゴム、繊維・ 

衣料、履物、ガ 

ラス・陶磁器、 

家電製品、車輌。 

協定には、地域統

合および開発戦

略に対する支援、

EU の財政的枠組

み・加盟国・その

他資金提供機関

からの資金援助

や貿易コミット

メント実施のた

めの支援の拡大

などが謳われて

いる。 

 また EAC との
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地域 協定締結国 
自由化率、 

自由化スケジュール 
適用除外品目 備考 

化） 

・モーリシャス；2022

年までに EUからの 

輸入額の 95.6％を自

由化（08年までに 

24.5％、17年までに

53.6％、22年までに

残りの 42％を自由 

化） 

・コモロス諸島；2022

 年までに 81.6％を自

 由化（5年後に 

21.5％、残り 59.1％ 

を 22年までに自由 

化） 

・マダガスカル；2022

年までに 80.7％を自

由化（5年後に 

21.5％、残り 43.7％ 

を 22年までに自由 

化） 

・モーリシャス； 

生きた動物・食 

肉、畜産品、油 

脂、調製食品・ 

飲料、化学品、 

プラスチック・ 

ゴム、皮革製 

品・毛皮、鉄鋼、 

家電製品。 

・コモロス諸島； 

畜産品、魚、飲 

料、化学品、車 

輌。 

・マダガスカル； 

食肉、魚、畜産 

品、野菜、穀物、 

飲料、プラスチ 

ック・ゴム、皮 

革製品および毛 

皮、紙、その他 

の金属 

協定と同様、水産

資源の持続的利

用に関する協力

強化を目的とし

て「大規模水産

業」に関する章も

設けられている。

太平洋地域 パプアニューギニ

ア、フィジー（07

年11月29日調印）

＊＊ 

・パプアニューギニア；

15年後に EUからの

輸入額の 88％（関税

品目数では 82％）を

自由化。 

・フィジー；15年後に

EUからの輸入額の 

80％（関税品目数で 

も 80％）を自由化。

特定の農産物、林

産物、非農産物加

工品 

協定で EUは、特

に水産物と繊維

について新たな

原産地規則をオ

ファー。 

西アフリカ地域 コートジボワール

（07年 12月 7日

調印）＊＊、ガー

ナ（07 年 12 月 3

日調印）＊＊ 

・コートジボワール；15

年後に EUからの輸 

入額の 80.8％（関税

品目数では 88.7％）

を自由化。 

・ガーナ；15年後に EU

からの輸入の 

80.48％（関税品目数

特定の農産物およ

び非農産物加工品 

両協定には「開発

協力」の章が設け

られ、開発協力の

優先分野が定め

られている。主な

分野は生産部門

の活性化と能力

向上、ビジネス環
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地域 協定締結国 
自由化率、 

自由化スケジュール 
適用除外品目 備考 

では 80.01％）を自由

化。 

境の改善など。 

 協定には詳細

な紛争解決メカ

ニズムが含まれ

ている。 

注）＊は包括的経済パートナーシップ協定、＊＊は暫定経済パートナーシップ協定 

（出所）欧州委員会、EU貿易総局の TRADE POLICY in PRACTICE “Update：Interim  

Economic Partnership Agreement”（電子版）より作成 

 

Ⅲ EU と ACP諸国の貿易（結びにかえて） 

 

前節で見たように、EUは ACP諸国との間で、経済連携協定（EPA）の締結に積極的に

取り組んでいる。ところで、EUと ACP諸国との間の貿易はこれまでどのように推移し、

現在どの程度の規模になっているのであろうか。以下に、最近の EU と ACP 諸国の貿易

関係について概観するとともに、これまでに締結された包括的な EPAや暫定協定が ACP

諸国の経済発展にどのような意味を持つのかについて探ってみたい。 

 

EU統計局（Eurostat）の貿易統計によれば、EU27の ACP諸国からの輸入は 2000年

から 04年にかけて 300億ユーロ前後で推移していたが、05年に 370億ユーロに増加した

後、06年、07年はほぼ 400億ユーロの水準を維持している。EUの ACP諸国からの輸入

のうち、農産物（SITC2ケタ分類で 01-24類の品目）の比率は、00年以降、約 30％の比

率で推移していたが、05年以降は 20％をやや上回る水準に低下してきており、近年の ACP

からの輸入増は主として非農産物の輸入によってもたらされたことがわかる。 

 

EU27の ACPからの主要輸入品（07年）は、「石油」が全体の約 3分の 1と圧倒的に多

い。石油以外に輸入上位 15品目には、「石油ガス」「アルミニウム（塊）」「鉄鉱石」「ダイ

ヤモンド」「木材」「天然ゴム」といった資源のほか、「カカオ豆」「甘しゃ糖・てん菜糖」

「コーヒー」「魚・キャビア等」「バナナ」「切花」などの農産物が並んでおり、こうした一

次産品以外で上位 15品目に入っているのは、「客船・遊覧船・フェリーボート等」のみで

ある。ACP諸国からは EU向けに「肌着」「化粧張り用単版」も輸出されているが、これ

ら工業品はいずれも EUの ACPからの総輸入の 1％未満にとどまっている。 

以上のことから、EU27 の ACP 諸国からの輸入は、農産物の輸入比率はやや低下した

ものの、石油、鉱物などを含めた一次産品が依然として圧倒的に高い比率を占めていると

結論づけることができる。 
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 一方、2007年における EUの第三国からの輸入に占める ACP諸国からの輸入比率はわ

ずか 2.81％であった。欧州委員会の資料“The Lome Convention”（電子版）によれば、

EU市場における ACP諸国製品の市場シェアは 1976年には 6.7％であったが、98年には

3％に低下した。上記の 2007年のシェアはその後も ACP諸国製品のシェアが高まってい

ないことを物語っている。 

 

 次に、EU の ACP 諸国からの輸入を ACP の地域別にみると、西部アフリカ地域

（ECOWAS〔西アフリカ諸国経済共同体〕＋モーリタニア注 2））からの輸入が ACP から

の輸入全体の約 4割を占め圧倒的に多い。これは主としてナイジェリアからの石油輸入に

よるものであるが、農産物でもコートジボワールやガーナからのカカオ豆の輸入が多いた

め、ACP からの輸入農産物全体の 40％近い比率を占めている。西部アフリカ地域に次い

で輸入が多いのは南部アフリカ共同体（SADC）からの輸入で、ACP からの輸入全体の

26.8％を占める。南東部アフリカ（ESA16カ国）からの輸入は農産物と非農産物を合わせ

た全体では ACP からの輸入全体の 13.5％にとどまっているが、同地域からの農産物の輸

入は西部アフリカ地域に次いで多く、ACPからの農産物輸入全体の 31.2％を占めている。

ESAからの主要輸入農産物は「コーヒー豆」「切花」「砂糖」などである。 

 

 一方、EU27の ACP 諸国への輸出は、00年以降 04年までは 270億～280億ユーロで

推移していたが、05年には 300億ユーロに達し、07年には 396億ユーロと 400億ユーロ

に迫る増加を記録している。EUから ACP諸国への輸出はほとんどが工業製品であり、農

産物の輸出は 10数％にとどまっている。上位 15品目に入る主要輸出品は「石油・歴青油」

のほか、「有線電話・電信用の電気機器」「乗用車」「貨物自動車」「機械部品」「発電機」「自

動データ処理機械」「建設機械」などの機械類や、「医薬品」などである。 

 

 EU27 の域外輸出に占める ACP 諸国への輸出比率は、輸入比率をやや上回るものの、

07年には 3.19％にとどまった。 

 

 以上が、最近の EU と ACP 諸国の貿易の概況であるが、問題は、前節までに述べてき

た EUとの EPAがどのような影響を及ぼすのかということである。EUと ACP諸国との

間で締結された EPA（カリブ海地域の包括協定およびその他諸国との暫定協定）は、これ

までのロメ協定およびその後継協定であるコトヌー協定をWTOに整合的な内容にすると

いう点では意味があった。しかし、非 LDC 諸国との間で締結された暫定協定は、コトヌ

ー協定の期限切れによって被る非 LDC 諸国の不利を回避するという色彩の強いものであ

る。従って、暫定協定の締結によって、現在の EU の ACP との低い貿易比率が今後飛躍

的に高まるとことは期待しがたいように思われる。 
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 ACP諸国の工業化を含めた経済構造改革が進展し、モノカルチャー型の経済構造からの

脱皮による経済発展が実現しない限り、現在の価格の不安定な一次産品の輸出依存から脱

却することは困難であり、EU と ACP 諸国の間の大幅な貿易の拡大は困難とみられる。

EUがコトヌー協定の後継として進めようとしている包括的な経済パートナー協定（EPA）、

特に、その中で重点分野として挙げられている ACP 諸国の経済発展・開発への協力こそ

が、今後の ACP 諸国の全般的な経済発展、ひいては EU との貿易拡大の決め手になるの

ではないかと思われる。貿易、サービス貿易、投資、開発などを含めた包括的な経済連携

協定の早期締結が期待される所以である。 

 

表４ EU27の ACP 諸国からの輸入 （主要地域別） （2007 年） 

（単位；100万ユーロ） 

地   域 2006 2007 
07年の前年

比増減率 

ACP計に占め

る比率（07年）

4,009.3 3,262.1 －18.6 8.1 カリブ海地域（CARICOM） 

714.8 680.6 －4.8 7.3 

9,739.5 10,780.4 10.6 26.8 南部アフリカ共同体（SADC） 

1,669.4 1,831.1 9.7 19.6 

1,655.8 1,774.6 7.2 4.4 東アフリカ共同体（EAC） 

1,478.2 1,575.6 6.6 16.8 

5,221.9 5,438.1 4.1 13.5 南東部アフリカ（ESA）（16カ

国） 2,829.0 2,917.5 3.1 31.2 

17,182.6 15,782.7 －8.1 39.3 西部アフリカ地域（ECOWAS

＋モーリタニア） 3,119.7 3,531.4 13.2 37.8 

1,162.4 908.1 －21.9 2.3 太平洋地域 

392.0 450.5 14.9 4.8 

40,898.4 40,160.9 －1.8 100.0 ACP合計 

8,619.0 9,346.4 8.4 100.0 

注）各地域の下段の数字は農産物（SITC2ケタ分類で 01-24類のもの）。 

（出所）Eurostat、Trade Issues  Bilateral Trade Relationsより作成 
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表５ EU27の ACP 諸国への輸出 （主要地域別） （2007 年） 

（単位；100万ユーロ） 

地   域 2006 2007 
07年の前年

比増減率 

ACP計に占め

る比率（07年）

3,343.0 3,612.4 8.1 9.1 カリブ海地域（CARICOM） 

337.7 315.2 －6.7 6.7 

6,192.7 7,324.1 18.3 18.5 南部アフリカ共同体（SADC） 

926.7 986.2 6.4 21.1 

2,133.7 2,494.4 16.9 6.3 東アフリカ共同体（EAC） 

164.9 113.5 －31.2 2.4 

6,684.6 6,683.5 －0.0 16.9 南東部アフリカ（ESA）（16カ

国） 752.5 664.3 －11.7 14.2 

15,662.9 18,385.3 17.4 46.4 西部アフリカ地域（ECOEAS

＋モーリタニア） 2,052.0 2,265.0 10.4 48.5 

340.8 782.8 129.7 2.0 太平洋地域 

8.2 11.8 43.9 0.3 

34,312.3 39,656.1 16.6 100.0 ACP合計 

4,470.4 4,670.9 4.5 100.0 

注）各地域の下段の数字は農産物（SITC2ケタ分類で 01-24類のもの）。 

（出所）Eurostat、Trade Issues  Bilateral Trade Relationsより作成 
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表６ EU27の ACP 諸国からの主要輸入品 （上位 15 品目） （2007 年） 

（単位；100万ユーロ） 

 品目（SITC） 

ACP諸国か

らの総輸入

に占める比

率（％） 

輸入額 

（100万 

ユーロ） 

EU域外か

らの輸入に

占める比率

（％） 

1 石油および歴青油（2709） 34.3 13,763 6.7 

2 石油ガスその他のガス状炭化水素（2711） 6.9 2,783 6.0 

3 カカオ豆（1801） 4.9 1,984 94.6 

4 ダイヤモンド（7102） 4.7 1,871 11.9 

5 アルミニウムの塊（7601） 3.3 1,308 11.6 

6 客船、遊覧船、フェリーボート等（8901） 3.2 1,292 19.3 

7 甘しゃ糖、てん菜糖、及びしょ糖（1701） 2.0 793 62.4 

8 コーヒー（0901） 1.7 691 14.4 

9 木材（4407） 1.7 690 16.2 

10 魚、キャビア及びキャビア代用品（1604） 1.5 590 30.2 

11 バナナ（0803） 1.3 519 18.9 

12 天然ゴム、バラタ、グタペルカ等（4001） 1.2 492 21.8 

13 鉄鉱（2601） 1.1 457 5.9 

14 切花及び花芽（0603） 1.1 440 53.3 

15 たばこ及びくずたばこ（2401） 1.1 431 23.9 

 ACPからの輸入合計 100.0 40,161 2.81 

（出所）Eurostat、Trade Issues  Bilateral Trade Relationsより作成 
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表７ EU27の ACP 諸国への主要輸出品（上位 15 品目）（2007 年） 

（単位；100万ユーロ） 

 品  目（SITC） 

ACP諸国へ

の総輸出に

占める比率

（％） 

輸出額 

（100万 

ユーロ） 

EU域外へ

の輸出に占

める比率

（％） 

1 石油および歴青油（2710） 10.8 4,263 8.9 

2 客船、遊覧船、フェリーボート等（8901） 6.2 2,470 30.4 

3 有線電話・電信用の電気機器（8517） 4.7 1,866 7.1 

4 医薬品（3004） 3.3 1,295 2.4 

5 乗用自動車その他の自動車（8703） 2.7 1,065 1.5 

6 貨物自動車（8704） 1.8 718 8.5 

7 機械部品（8431） 1.6 645 6.7 

8 発電機（8502） 1.6 626 13.2 

9 ミルク及びクリーム（0402） 1.3 533 27.1 

10 自動データ処理機械等（8471） 1.3 526 4.0 

11 ブルドーザー等建設機械（8429） 1.2 460 8.5 

12 鉄鋼製の管及び中空の形材（7304） 1.1 419 7.2 

13 構造物及びその部品（7308） 1.0 383 8.6 

14 その他の航空機（ヘリコプター及び飛行機）

等（8802） 
0.9 364 1.6 

15 小麦粉及びメスリン（1001） 0.9 343 21.6 

 ACPへの輸出合計 100.0 39,656 3.19 

（出所）Eurostat、Trade Issues Bilateral Trade Relationsより作成 

 

注１）カリブ海地域においては、1968 年に域内貿易の自由化等を目的としたカリブ自由貿易連盟

（CARIFTA）が設立されたが、これを発展させ、経済統合、外交政策の調整、保健医療・教育等

に関する協力を目的として、1973年にカリブ共同体（CARICOM）を設立するためのチャガラマ

ス条約が署名され、CARICOM が発足した。EU とのロメ協定においては、地域プロジェクトな

どの調整やモニターはこの CARICOM 事務局が行っていたが、第 4 次ロメ協定では CARICOM

加盟していないハイチとドミニカ共和国が新たに協定締結国に加わったため、地域協力の調整の

ために新たなフォーラムを設立する必要が生じた。このため、1992 年に「ACP 諸国のカリブ海

地域フォーラム」（CARIFORUM）が設立され、EUとの間で EPAを締結した。 

注２）EU との EPA 交渉の窓口としての西部アフリカの地域連合体には、西アフリカ諸国経済共同体

（ECOWAS）加盟 15 カ国とモーリタニアが含まれる。モーリタニアは 2000 年に ECOWAS か

らの脱退を決定し、アラブマグレブ連合との統合を優先したが、西部アフリカ地域連合体にモー

リタニアを含めることは、2003年の同地域の国家の首脳会議で決定された。 




